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研究論文 
Consideration on Market-Oriented Institutional Reform of Power Market 
 
古 澤 伸 浩 
Nobuhiro FURUSAWA 
 
＜要約＞ 
地域独占を維持するために強力な規制を行ってきた電力産業に対して、現在、規制緩和・
変更という政策が進められている。本論文は、この政策を発電市場における競争市場形成と
いう観点から考察したものである。市場効率化の諸条件を競争市場形成の基本理論に則って
導き出し、それらの条件に照らして制度改革上の課題を 12 の論点に整理し、効率化を確実に
進めていくために必要なさらなる制度改革のあり方を検討した。制度改革の推進役である経
済産業省内の専門委員会では、これまでの改革の批判的検討を踏まえて、次なる市場化政策
を打ち出している。しかし、具体的な政策は競争ルールの整備と新電力の成長を待つという
消極的施策に止まっている。既存の巨大一般電力企業には営利企業の誘因として市場支配力
を行使する傾向があり、市場化政策による市場整備には限界がつきまとう。むしろ、新電力
を積極的に育成していく政策を採らなければ市場化政策の成果は高まらない。本論文では、
こうした観点からさらなる改革の必要性と方向性を明らかにしている。 
 
＜キーワード＞ 
電力自由化、発送電分離、発電市場、競争市場、規制緩和 
 
 
1 はじめに 
 
独占規制下にあった日本の電力産業では、1995 年から規制緩和が順次進められ、現在も新
たな制度改革について広く議論が行われている。この背景には、電気料金の内外価格差の存
在が指摘され、電力産業の効率性に疑義が生じたことがある。電力産業は国民総生産に占め
る割合が大きく、しかも電気財は消費財、生産財として必需性をもつことから、その効率化
は一国の経済的厚生に大きな影響を与えることになる。制度改革により、安定供給を維持し
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ながら効率性を向上させることができるかどうかは、国民経済にとって重要な意義をもつの
である。 
電力産業の制度改革に関する先行研究について、電力産業を公的規制の在り方という観点
から分析しているものとしては、植草（1994）、穴山（2005）が挙げられる。また、工学面を
も含めた多面的観点から論じているものとして、横山（2001）、南部（2003）、八田・田中（2004）
を挙げることができる。さらに、欧米などでの事例の考察より制度改革を論じているものと
して、高橋（2011）、長山（2012）、日本総合研究所（2012）、八田（2012）、矢島（2012）が
ある。これらの先行研究は、電力産業に対する公的規制理論による分析として制度改革論議
に大きく貢献してきた。また、他国の先進的な改革事例の考察からは新制度構築のための実
践的な示唆が得られている。 
しかしながら、独占規制体制から市場化するこれまでの改革論議においては、競争市場形
成に対する基本理論に基づいた議論が必ずしも十分に行われていない面がある。もちろん、
理論に従った市場化を単純に進めるだけでは、必ずしも問題が完全に解決されるわけではな
い。本論文では、発電市場について、電力産業の独占規制からの規制撤廃・変更を市場化の
基本理論に基づいて考察しながら、市場化に伴い新たに発生するであろう問題も予見し、追
加的に必要な改革をも検討する。新たな市場重視型改革を総合的に再検討し、そのインプリ
ケーションを引き出すことを試みる。 
 本稿の構成は以下の通りである。 2では市場効率化の条件を競争市場形成の基本理論に則
って導き出し、その条件に照らして制度改革上の課題を整理する。3では2で指摘した課題に
対して、市場の効率化を確実に進めていくために必要なさらなる制度改革のあり方を検討し、
その方向性を提示する。4では、本稿で得られた結論を再述するとともに、その政策的インプ
リケーションをも指摘し、最後に今後に残された課題に言及し、むすびにかえる。 
 
2 効率化条件と改革課題 
 
2-1 市場効率化の条件 
電力市場の市場重視型改革の目的は、市場競争を導入し、市場メカニズムを機能させるこ
とにより、市場の効率化を図ることにある。市場は完全競争状態のときに最も効率的となる。
市場の効率化を図るには完全競争市場の条件をいかに満たすかを考える必要がある。ここで
は完全競争市場の条件から市場の効率化の条件を導き出す。  
完全競争市場の条件を議論した研究としては、熊谷（1978）、川又（1991）、奥野・鈴村（1989）
を挙げることができる。熊谷（1978）では、完全競争市場の条件として 
① 個々の経済主体はいずれも市場価格に対して支配力を行使しうる立場になく、市場
価格体系を所与として受け取る「価格受容者」であること。 
② すべての経済的資源の「移動性」が完全であること。 
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③ 産業への参入と退出の障壁は存在しないこと 1)。 
④ 同一財（厳密に同質な財）が生産者から供給されること。 
の 4 つを挙げている。 
川又（1991）では、上記①②③に加えて、 
⑤ 価格や財の品質等の取引に関する情報が完全に与えられていること。 
を挙げている。 
奥野・鈴村（1989）では、上記①、③、⑤に加えて、 
⑥ 利潤を得る機会は各主体に平等に与えられていること。 
を掲げている。 
上記 6 つの条件を電力市場に当てはめ整理すると 5 つの効率化条件に集約できる。条件①
から電力市場の構造をみると、地域独占状態から自由化を進めても、大きな市場シェアを握
る一般電力会社と小さな市場シェアの新電力会社という市場構造は各地域で共通している。
このような一般電力会社は市場価格への影響力（市場支配力）を持つことから、価格受容者
とは言えない。そこで、現状の市場構造を鑑み、「b 市場支配力の抑制」を効率化条件の 1 つ
とすることにした。 
条件④と条件⑤については、財と価格の完全情報の条件が満たされていれば、市場では消
費者が同じ財どうしを標準的商品として認識すると考えられるので、両条件は同義とみなせ
よう。そこで「c 財と価格についての完全情報」として効率化条件の 1 つとすることにした。 
条件③では、政府の強力な規制により参入退出が制限されてきたが、規制緩和後にいかに
参入退出の容易さを確保するかについての論点が存在する。そこで、「a 参入退出の自由」と
して効率化条件の 1 つとすることにした。 
②の条件を電力市場に当てはめると、電気財の特殊性から、財の移動性に関して特別に要
請される要件がある。電気財は貯蓄ができず、常に需給を一致させる必要があり、これに失
敗すると電気の無駄だけでなく、需要量が供給量を上回る場合停電が発生し電力市場内外に
大きな非効率をもたらす。また、送電施設には送電容量に限度があるため、容量を超えた電
力は送電ができない。電力市場では、電気財の移動や取引上の制限を取り除きつつ「安定
供給」を実現する必要がある。そこで、「e 安定供給」として効率化条件の 1 つとすること
にした。 
条件⑥では、これまでの垂直統合型の独占企業体制から水平分離され形成される発電・送
配電・小売の 3 市場において、利潤を得る機会の均等化という論点の重要性は高い。そこで、
「d 機会均等」として効率化条件の 1 つとすることにした。 
以上の議論から、電力市場効率化の条件として下記の 5 つが導き出された。 
a 参入退出の自由 
b 市場支配力の抑制 
c 財と価格についての完全情報  
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d 機会均等 
e 安定供給 
 
2-2 これまでの改革   
 小売市場に先立ち 1995 年より発電市場が自由化され発電事業者の参入が始まっている2) 。
小売市場の売り手は発電市場では買い手となるので、小売市場の売り手の参入により発電市
場の買い手は増加する。図 1 のように 2000 年 3 月から電力需要量の 26％にあたる小売市場
が自由化され新電力会社の参入が始まる（以下、地域独占会社であった一般電気事業者を「一
般電力」といい、小売市場自由化により新規参入した企業を「新電力」という）。新電力は主
に発電部門と小売部門を持つ業態である。発電市場ではその後 2004 年 4 月に需要の 40％、
2005 年 4 月に 62％まで自由化され、2011 年度末時点で全体の 38％の小口需要が規制分野で
2016 年に全面自由化が予定されている。 
 小売市場の自由化に伴って、一般電力と他社（新電力や発電専門事業者等）との送配電サ
ービスの平等化を図るため、送配電部門における会計分離と情報遮断、差別的取扱いの禁止、
送配電に係るルール策定・監視等を行う中立機関の設置が行われてきた。また、卸電力取引
所が 2005 年 4 月に開設され、短期的需給調整、安定的価格指標形成、新規参入企業の供給力
確保等の機能が期待された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：経済産業省（2013a）の図を参考に作成 
 
図 1 これまでの小売自由化範囲の拡大 
 
主な顧客 契約kW 2000年3月～ 2004年4月～ 2005年4月～
大規模工場 自由化部門 自由化部門 自由化部門
デパート
オフィスビル
2,000kW以上 電力量 26%
中規模工場 規制部門
中小ビル
スーパー 500kW以上 電力量 40%
小規模工場 規制部門
中小ビル
スーパー 電力量 62%
50kW以上 （2011年度末時点）
コンビニ 規制部門
事業所
家庭
電力量 38%
電力量 74% 電力量 60% （2011年度末時点）
出所：文献[6]の図を参考に筆者作成
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 図 2 は 2012 年度の発電を行う事業者の発電量と供給関係を表している。2012 年度の総発
電量約 1.1 兆 kWh のうち新電力のシェアは 0.9％である。また、小売を行わない自家発電・
発電専門事業者からの供給の 90％以上は一般電力へ行き、新電力へは 10％に満たない。一般
電力から新電力への供給は一般電力発電量の 0.5%に過ぎない。また、卸電力取引所の取引量
は全発電量の 0.7%に止まっている。新電力は自社発電、外部調達ともに電力供給能力の脆弱
さが歴然としている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：経済産業省（2013b）の表を参考に作成 
図 2 発電事業者間の電力供給関係（2012年度） 
 
 経済産業省は、今後の制度改革の方針を検討するため計 12 回「電力システム改革専門委員
会」（以下「委員会」という）で議論を行い、2013 年 2 月に「電力システム専門委員会報告
書」（以下「委員会報告書」という）を公表している（委員会と委員会報告書で示された方針
を以下「当該方針」という）。その中で、これまでの制度改革の評価として、一般電力の事実
上の独占という市場構造は変わらず、競争は不十分で、小売市場での新規参入者のシェアは
わずかとし、主な原因として、小口需要への小売参入が規制され、電力市場での取引の流動
性が低く、送配電網へのアクセスへの中立性確保に疑義があることを挙げている。 
 委員会報告書が提示した主な方針と工程は以下のとおりである。 
広域系統運用機関設立 ：2015 年目途（2013 年電気事業法改正済み） 
小売全面自由化    ：2016 年目途 
送配電部門の法的分離 ：2018～2020 年目途 
2 つ目の小売全面自由化を含む電気事業法改正案 3) が今年 2 月に閣議決定され、第 186 回通
常国会に法案提出予定となっている（以下「2014 年改正案」という）。 
 
総発電量10,927 （単位：億kWh）
一般電力
発電量7,423
発電専門事業者 取引所
自家発電事業者*
発電量3,403
新電力 発電量101 取引量77
*自家発電事業者は自家用に所有する設備の余剰電力を売電する事業者
出所：文献[13]の表を参考に筆者作成
1,923
28.1
183
38
28
52.8
20.5
23.7
0.2
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2-3 発電市場における課題  
 ここでは、制度改革上の現状の課題を市場効率化条件に照らして明らかにする。本稿で論
じる課題は表 1 にまとめている。これらの課題は委員会の検討課題と公正取引委員会（2012）
の問題からピックアップしたほか、筆者が重要と考える論点を加えている。 
 
表 1 効率化条件と発電市場の課題 
a参入退出の自由 a-1 退出に関する明示的ルールの設定 
  a-2 環境規制の手続きの煩雑さや期間の長さ（発電所建設の長期化） 
b市場支配力の抑制 b-1 卸電力取引所における一般電力の電力供給抑制 
  b-2 一般電力から新電力への電力融通の供給量と価格の問題 
  b-3 新電力育成の課題 
c財と価格についての
完全情報  
c-1 卸電力取引所の情報開示の課題 
c-2 先物市場の創設に伴う課題 
d機会均等 d-1 一般電力のみに認められている発電施設設置に関する用地取得等の特権 
  d-2 一般電力のみに認められている大規模発電専門事業者からの供給 
  d-3 公営電力からの電力供給の機会不均等 
  d-4 一般電力にのみ許された優遇的な社債発行 
e安定供給 e-1 供給力確保の課題（長期） 
 
a 参入退出の自由  
a-1 退出に関する明示的ルールの設定  
 発電市場への参入は、新電力は「届出」のみとされ、参入規制はない。発電専門事業者は
ある一定期間・規模 4)で一般電力と売電契約を行わなければ参入は自由である。2014 年改正
案では、これまでの類型がなくなり、発電事業者は「届出」によって事業が始められる（経
済産業省（2014a））。 
 退出について、これまで新電力は「届出」によって事業の休止・廃止が可能で規制はない。
一般電力の事業の休止・廃止には「許可」が必要で退出規制が為されている。2014 年改正案
では、電気事業法の条文上、発電事業者は「届出」となっている（経済産業省（2014a））。し
かし、このような手放しの退出自由が許されると、供給力不足の懸念が生じる。安定供給の
必要上、退出によって電力供給量が不足する場合、退出者の電源を保持しなければならない。
退出のルールには、供給力不足の場合に電源の確保を確実にする手続きと経済的な負担を担
保するしくみを組み込む必要がある。 
 上述のごとく参入の自由は法的制度上確保されるが、しかし、実質的な参入規制という問
題が残されている。 
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a-2 環境規制の手続きの煩雑さや期間の長さ（発電所建設の長期化） 
 図 3 に示すように発電所建設プロセスでは、環境アセスだけで 3~4 年を要し、発電事業へ
の参入の妨げとなっており、新電力等のシェア拡大の大きな足かせとなっている。 
 
 
 
 
出所：経済産業省（2012a）の図を参考に作成 
図 3 発電所建設における環境アセスメントの期間 
 
b 市場支配力の抑制 
b-1 卸電力取引所における一般電力の電力供給抑制 
2011 年度の小売販売電力量（8791.9 億 kWh）に対する取引所取引電力量（47.4 億 kWh）
の比率は 0.5%と非常に少ない（経済産業省（2012d））。一般電力からは「安定供給責任を負
っている以上、安定供給のリスクをさらす形で取引所を活用することはできない」といった
主張がなされるが、委員会の調査結果では、一般電力には売り入札のポテンシャルが十分あ
るが供給していない実態が明らかにされている5)。 
一般電力は電力余力を卸市場に供給して利益を得たとしても、それを調達した競争者が自
社顧客へ供給すればより多くの利益を失う6)。市場支配力の維持が合理的戦略となるから売り
入札をしない、もしくは取引が成立しない高値で売り入札を行えばよい。新電力は取引所か
ら充分に調達できない。また、一般電力も自社設備の変動費よりも安い電力を調達できる互
いの収益機会を捨てていることにもなる。利潤動機を前提とすれば、市場支配力を維持する
以上の収益機会を取引所に存在させるか、何らかの強制措置が必要となる。 
 
b-2 一般電力から新電力への電力融通の供給量と価格の問題 
 一般電力は、1999 年の経済産業省と公正取引委員会が共同で作成した「適正な電力取引に
ついての指針」によって新電力への供給義務が課されている。同指針は、「新規参入者（新電
力）に対して常時バックアップの供給を拒否し、又は正当な理由なくその供給量を制限する
ことは独占禁止法上違法となるおそれがある」としている（以下一般電力からの融通を「バ
ックアップ」とする）。 
新電力の供給力のうちバックアップによるものは、図 4 に示したように、2010 年度 26.6
億 kWh でピークの 2007 年度 73.7 億 kWh から大きく減少している。バックアップと卸電力
取引所を合計した供給力では 2010 年度 54.6 億 kWh、2007 年度 82.6 億 kWh と大きく減少し
ている。価格は、水力・原子力・石炭等のベース電源のコストベースでないために 7)、新電
立地選定 環境アセス （方法書、現況調査→準備書→評価書） 建設工事・試運転 運転開始
開発計画策定
LNG・石油火力3年程度
半年～1年 3～4年 3～4年 石炭火力4年程度
出所：文献[8]の図を参考に筆者作成
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力は夜間利用の多い産業用契約の需要を取り込めない。新電力は取引所の流動性が不十分な
中でバックアップの供給量拡大と価格見直しを求めている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：経済産業省（2012a）の図を参考に作成 
図 4 新電力の電力供給力 
 
先述の調査結果で明らかになった一般電力の余力の存在はバックアップとしても供給され
ていないことを示している。公正取引委員会の 2012 年電力市場調査 8) では、バックアップ
に関連して独占禁止法上問題となる行為の存在をうかがわせる特段の情報はなかったとして
いる。公正取引委員会による独占禁止法上の規制は限界があることを物語っており市場の監
視・管理に関して留意すべき事例である。 
 
b-3 新電力育成の課題 
小売自由化から 14 年が経過しても尚一般電力と新電力の規模の格差は大きい。2 年後の小
売全面自由化は法的制度として競争の枠組みを整えるということであって、市場競争が有効
に為されるかどうかを保証するものではない。有効な競争のためには、新電力の競争力を向
上させる必要があり具体的な育成策が要請される。 
 
c 財と価格についての完全情報 
c-1 卸電力取引所の情報開示の課題  
図 5 に示したように、取引所のスポット市場（1 日前市場）の約定量と約定価格がリアル
タイムで確認が可能なほか、過去の 1 日毎エリア毎の取引結果も取引所 web ページよりダウ
ンロードできる（先渡市場は後者のみ）。最低限度の情報は存在するが、当該方針で示されて
いる取引所の役割に照らすと開示されるべき情報はまだ十分とは言えない。 
出所：文献[8]の図を参考に筆者作成
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 出所：日本卸電力取引所 webページ http://www.jepx.org/ アクセス日 2014/05/19 
図 5 取引所開示情報 
 
c-2 先物市場の創設に伴う課題 
 電気事業法の 2014 年改正と同時に、商品先物取引法の対象に電気が追加される。実際の電
力の上場は、現物取引の状況により経済産業大臣が上場の認可の判断を行う。委員会は、料
金規制の撤廃後、卸電力価格の変動リスクをヘッジする機能を期待している。 
 必需性が高いだけに先物市場で価格変動リスクがヘッジされる意義は確かに大きい。しか
し同時に、投機的な売買によって価格の変化が不必要に増幅されれば価格形成に有害になる。
電力先物市場では投機的な売買をどのように制御していくかが問われる。 
 
d 機会均等 
d-1 一般電力のみに認められている発電施設設置に関する用地取得等の特権  
これまで発電所や送配電線の設置に関して、他人の土地や公共用地の使用・収容等の届出
や許可の免除が一般電力のみに認められてきたが、2014 年改正案ではこうした公益事業特権
の対象が「発電事業」となっており、機会の不均等は解消される。この明らかな不均等が改
正されてこなかったこれまでの改革のありように留意が必要である。 
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 d-2 一般電力のみに認められている大規模発電専門事業者からの供給 
ここでいう大規模発電専門事業者は、電源開発（公開会社、発電能力 1,698 万 kW でほぼ
東北電力に匹敵。以下 J パワーという）と、日本原電（一般電力 9 社が主要株主、原子力発
電専門で発電能力 261 万 kW）の 2 社で一般電力に供給する事業者である 9)。電気事業分科
会（経済産業省審議会）の要請により 2007 年度よりこの 2 社から取引所への電力供給が行わ
れたが限定的なものに止まっている。2014 年改正案では、発電事業者となり、一般電力のみ
への供給に制限されていた（法律上「卸規制」と称されていた）問題は法制度上解決される。
しかし、卸規制が撤廃された後も、一般電力との間での長期契約は残存しており、新電力が
調達できない状況は変わらない。委員会報告書では、残存する契約問題について「当事者間
で一定の見直しが進められることが期待される」とするのみで実効性がある対策は講じられ
ず、今後の協議・検討事項として先送りされている。 
 
d-3 公営電力からの電力供給の機会不均等 
2009 年度の公営電力の供給力は公営水力発電（主に都道府県が経営）が 79 億 kWh、公営
ゴミ発電（主に市町村が経営）が 35 億 kWh で、合計すると新電力供給力の 53%に相当し（図
8 参照）、新電力にとっては魅力的な調達先である。しかし、公営電力の多くが、一般電力と
随意契約を結んでおり、特に公営水力では 15 年程度の長期に渡るものも多く10)、新電力の電
力調達上大きな障害となり機会不均等が生じている。委員会では当該問題の指摘はなされて
いるものの解決策が示されていない。    
   
d-4 一般電力にのみ許された優遇的な社債発行 
 一般電力は電気事業法によって、他の債権に比べ返済に優先権を与える一般担保付社債の
発行が許されてきた。社債に一般担保がつくことで有利な資金調達が可能となる。電気事業
法の 2014 年改正案では、引き続き一般電力のみが一般担保付社債の発行が許されており、新
電力が一般電力に対し不利になる資金調達上の格差が生じている。 
 
e 安定供給 
e-1 供給力確保の課題（長期） 
 委員会報告書中、長期的な供給力を確保するしくみとして、広域的運営推進機関（以下広
域機関とする）が全国的長期的需給計画を立案し、それを受けて地域では送配電会社が計画
を作成し、各発電会社は設備投資計画を立てる。さらに取引所に創設予定の容量市場の取引
が投資計画の立案と投資実行を支援するものになる。委員会は、このしくみにより価格メカ
ニズムを通じて適切に投資が促されると考えているが、何らかの理由で投資が行われない場
合に備え、広域機関が電源建設者を公募入札するしくみを設け、投資回収不能のコストは送
電料金で回収するとしている。この公募措置は 2014 年改正案に入っている。 
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 市場効率化の条件が適切に整えられれば、市場が長期需給のマッチングに失敗することは
ないと考えてよい。例えば、退出の自由が確保されていなければ、投資が控えられたり、市
場支配力の行使が可能であれば、長期的供給力を故意に低くするかもしれない。長期供給量
の確保は一義的には効率化条件の整備によるものと考えるべきである。これが適切でない場
合、委員会がいう「何らかの理由」が発生する可能性は残される。 
 一方、この権限を広域機関が発動する場合、それは市場外の意思決定であり、何らかの恣
意性が入る可能性がある。そのような場合、非効率をもたらしそれが送電料に上乗せされる
ことになる。公募入札に関する推進機関の意思決定の適正を図る措置は重要である。 
 
3 今後進めるべき改革 
 
a 参入退出の自由 
a-2 環境規制の手続きの煩雑さや期間の長さ（発電所建設の長期化） 
 新電力の自社関連電源拡大に関しこの課題解決の重要性は非常に高い。八田（2012）は、
震災特例措置として東京電力が火力発電新設の環境アセスの適用除外を受けている措置を、
「縮原発政策」に伴う特例措置として新電力に認めアセス期間の大幅な短縮を提言している。 
 震災特例措置で注目すべきは、経済産業省、環境省、地方自治体の手続きを同時進行させ
時間短縮を実現していることである。これにならい、環境評価の適正を図りながら、要求水
準の緩和や各関係機関の手続きを短縮し、環境アセスの効率的な期間縮減を行うべきである。 
 
b 市場支配力の抑制 
b-1 卸電力取引所における一般電力の電力供給抑制 
第 9 回委員会において、取引所への電力供給に関し一般電力から「自主的な取組み」が表
明されている（経緯について「注」参照）11）。そこでは、表 2 にあるように売り入札の各社
の数値目標が掲げられるとともに、スポット市場（前日市場）において、売買両建てで、か
つ、限界費用に基づいて入札する意向が一般電力 9 社から示されている。バックアップや部
分供給を含まない目標数値（取引所投入のみ）の合計は 220 億 kWh で、取引所取引量 47 億
kWh（2011 年度）の 5 倍近くになり、また、目標数値全合計 370 億 kWh は、新電力の電力
調達量約 300 億 kWh（2012 年度）を超える供給量となる。 
また、委員会報告書は取引所への余剰電力供給量の基準を明示している。必要予備力以外
は供給する等の内容 12）で 2013 年夏までの本格導入を目指す、としている。「自主的な取組み」
と取引所への供給基準の遵守状況について、新規制組織が監視し、不十分な場合は、他の制
度的措置を検討することとなっている。これらが実行される場合、新電力の限界費用に基づ
く価格での電力調達拡大に大きく貢献すると期待され、新規制機関 13) の実効性が問われてく
る重要な事項である。 
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 以下の卸電力取引所の情報開示の課題の節では、一般電力の電力供給義務の励行状況につ
いてリアルタイムで確認が可能となる情報開示を提言している。 
 
表 2 一般電力 9社の取引所への電力供給の目標設定 
北海道電力 20億 kWh以上の売り入札 
東北電力 30億 kWh以上の売り入札 
東京電力 100億 kWh以上の売り入札（バックアップ、部分供給含む） 
中部電力 余力の取引所投入 
北陸電力 20億 kWh以上の売り入札 
関西電力 100億 kWh以上の売り入札 
中国電力 30億 kWh以上の売り入札（バックアップ含む） 
四国電力 20億 kWh以上の売り入札（バックアップ含む） 
九州電力 50億 kWh以上の売り入札 
目標数値の全合計 370億 kWh以上の売り入札 
目標数値（取引所投入のみ）*の合計 220億 kWh以上の売り入札 
*バックアップ、部分供給を含んでいるものを除いた目標数値 
出所：経済産業省（2013a）の表を参考に作成 
   
b-2 一般電力から新電力への電力融通の供給量と価格の問題 
 委員会報告書では、一般電力から融通されるバックアップの料金についてベース電源を踏
まえた料金へ移行することを求めている。図 6 に示したように、基本料金が高くなるが従量
料金が低くなり、新電力は廉価な夜間電力供給が求められる産業用市場に参入することが可
能になる。また、当面の措置として 14）、新電力が新たに需要拡大する場合その 3 割程度をバ
ックアップによって調達が可能になることを一般電力に求めている。これまで主戦場が業務
用市場に止まっていた新電力は、新規開拓需要の 3 割に当たる供給量を重要な産業用市場（全
供給量の約 45％）に投入できることになるので、その意義は大きい。上記の取り決めも新規
制組織の重要性が高い監視対象であり、その実効性が問われてくる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：経済産業省（2012e）の図を参考に作成 
図 6 バックアップの料金体系の変更 
支払い金額 全電源平均コストを踏まえた旧料金体系
基本料金を引き上げ　 ベース電源コストを踏まえた新料金体系
従量料金の引き下げる　
供給量
出所：文献[12]の図を参考に筆者作成
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b-3 新電力育成の課題 
 発電市場での新電力育成策は、いかに供給力を高められるかが目標となる。外部電源各ル
ートについては課題として取上げているので、ここでは自社電源について検討する。 
自社電源を増やすためには立地確保と資金調達が課題となる。まず立地確保については、
環境規制や送電系統の問題（送電線の容量不足や接続ポイントが遠いこと等）がある。新電
力は一般電力敷地内に新電力関連の発電所の建設を許可することを求めている。送電網は一
般電力の発電所の立地に合わせて設置されているので送電系統の問題が生じないか、大きな
障害にならない。このコロケーションルールの制度化は早急に行うべきであり15)、同時に、
先述の環境規制の期間短縮化を実施し自社電源拡大のペースを早める策が有効である。 
次に資金調達について、発電所建設にとって資金調達は重要な課題であり、優遇策は新電
力側の発電所建設を促進するのに高い効果がある。一般電力の一般担保を残し新電力への支
援策を考慮していない委員会の考え方に疑問が残る。新電力に対する立地確保の促進策と資
金調達の優遇策を強力に進める意義は大きく、積極策として遂行すべき政策であると考える。 
 
c-1 卸電力取引所の情報開示の課題  
 現在開示されるべき基本情報として欠けているのがリアルタイムの板情報であり、板情報
は即開示すべきである。また、図 7 のように一般電力の義務的余剰電力投入量（図中①）と
実際投入量（図中②）がリアルタイムに示されれば、「自主的取組み」の励行の様子が衆目に
さらされ、監視効果は高くなり、それは新規制機関の実効性も高めることにも繋がる。 
 
 
 
 
 
 
 
図 7 一般電力の余剰電力投入状況を表すフォーマットイメージ 
 
c-2 先物市場の創設に伴う課題 
 課題で指摘した投機行為の排除は非常に重要である。先物市場での投機により相場が乱さ
れることがあるならば、本来の先物市場の意義を失することになる。相場変動に対して保守
的なレンジの設定を行うなど、投機行為を防止する厳格な管理体制を整備しなければならな
い。 
 
発電能力 翌日予定稼働率 ①売り入札可能量 ②売り入札量 差異（①－②）
東京電力 ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○
関西電力 ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○
↓
合計 ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○
＊差異が余力未入札量を示す　　　　（筆者作成）
発電能力 翌日予定稼働率 ①売り入札可能量 ②売り入札量 差異（①－②）
東京電力 ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○
関西電力 ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○
↓
合計 ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○
＊差異が余力未入札量を示す　　　　（筆者作成）
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d 機会均等 
d-2 一般電力のみに認められている大規模発電専門事業者からの供給 
J パワーと日本原電の該当 2 社からの新電力への電力供給の問題は分けて考える必要があ
る。初めに、日本原電は一般電力 9 社が主要株主となっている非公開会社で、所有者たる一
般電力の意向の下に運営される会社であり、一般電力と同様の供給措置を講ずるのが適切で
ある。その措置とは取引所への供給（b-1 論点）とバックアップ（b-2 論点）である。バック
アップについては、先述のごとく一般電力－新電力間で量的・コスト的に措置が講じられて
おり、スキーム上、一般電力に全量供給する日本原電は自動的にその措置の対象となる。取
引所への供給については、日本原電自体の余剰電力管理が必要であり、当社にも一般電力に
設定された供給義務の基準を適用すべきである。 
一方、J パワーは、一般電力とは資本関係がない公開会社であり、電力供給の問題は、卸
規制の遺物である長期契約が解約されれば、基本的には 16）自由市場に委ねれば解決する。市
場での自由交渉の結果として新電力の調達量が決まるであろうし、J パワーは余剰供給力を
できるだけ利益にできるように供給機会を獲得しようとする。また、契約により、一般電力
はこの供給力を自社電源と同等に扱うことができ、市場支配力の維持に繋げられるが、自由
市場に投入されれば市場支配力が抑制され市場は効率化する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：環境省（2011）、経済産業省（2012a）、経済産業省（2012b）、電源開発（2013）のデータより作成 
図 8 公営電力、Jパワー、新電力の電力供給力比較（2009年度） 
 
J パワーの設備出力は東北電力に匹敵し、図8 にあるように供給力は新電力の 2.7 倍にあた
る 572 億 kWh であり量的な意義が大きい。また、水力発電の設備出力は国内シェア 19%で 2
位に位置し新電力全体供給力の 43%にあたる。新電力にとって J パワーからの電力調達は、
供給量確保の観点から、そして、ベース電源からの変動費が廉価な電力調達という観点（b-2
＊東京都の「公営ゴミ発電」の約半分は自家消費で、それを参考にすると上記供給力
　も半分程度と考えられる。
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論点参照）から意義が大きい。また、水力発電からの調達は、環境配慮契約法に基づく官公
庁の電力購入入札において新電力の参加の機会を増やす。図 9 では、新電力は一般電力にく
らべて総じて CO2 排出係数が高く、入札への参加が困難となる 0.5kg- CO2/kWh 以上の会社
が少なからず存在していることが示されている。 
 このように新電力の供給力の増強という喫緊の課題に対し J パワーの契約問題は重要性が
非常に高いことが確認される。長期契約は卸規制の遺物である以上、契約を解約し自由市場
化することに正当性があると言える。規制組織が、契約満了を待たずに解約を促し、新電力
に供給の機会を与えるような積極的な措置が必要である。この課題への対処の仕方が、市場
効率化の成果を得るまでの時間に深刻な影響を及ぼすだろう。筆者のこの積極策の考え方は、
むすびで総括するように当該方針の消極策と相違するところである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：経済産業省（2012b） 
図 9  事業者別の CO2排出係数 
 
d-3 公営電力からの電力供給の機会不均等 
先述のごとく新電力にとって公営電力からの電力調達は、J パワーほど大規模ではないと
しても、供給量確保の観点から、そして、ベース電源からの変動費が廉価な電力調達という
観点から意義が大きい。調達のためには既存の長期契約の解約と一般競争入札の実施が必要
となる。経済産業省（2012b）からは、この随意契約は、当時の供給体制に応じて、便宜的に
地方自治法の一般競争入札の原則から外して、例外措置として設けられたものであることが
理解される 17）。発電市場が法的独占体制でなくなると同時に便宜上の意義はなくなり、さら
出所：文献[9]
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に、機会均等を阻害していることを踏まえれば、長期随意契約を解約し、一般競争入札を行
うことに正当性がある。契約期間が 15 年程度のものも含むなど時間の問題が深刻であり、J
パワーの契約問題と同様に、規制組織が契約解約を進める措置が必要である。 
 
d-4 一般電力にのみ許された優遇的な社債発行 
 一般電力の社債優遇は他を不利にすることを意味し、市場メカニズムの機能に干渉し資本
市場の効率性を阻害するものとなる 18)。市場の効率性を阻害するような政策が正当化される
のは、何らかの公正が優先される場合や、そのような政策による非効率を上回る効率性の向
上が見込まれるときに限られる。電力産業に対する資金調達上の優遇策は、戦後復興期、高
度経済成長期において、必需性をもつ電力財の産業需要と消費需要への安定供給に寄与し、
市場効率性を向上させた蓋然性は高いと言えよう。一方、90 年代以降電力インフラの余剰が
疑われている状況において、電力産業に対する資金調達上の優遇策は時代の意義を失ってい
る。むしろ、市場重視型改革の基本に則って、一般電力に対する一般担保付社債の優遇策は
廃止することが市場の効率性を向上させる道筋であると考える。 
 
4 むすび 
 
 本研究では、市場効率化の 5 条件に照らし、今後の改革課題を 12 の論点に集約し、議論し
てきた。これらの論点の内、当該方針の実施によって解決が図られると考えられるものはそ
の旨を説明し、新たな制度で懸念される問題があるものはその問題と対処の考え方を示し、
制度が不適切なものにはその変更の方法を指摘し、制度は適切でもそれのみでは解決に至ら
ないと考えるものにその対処策を提示した。 
 独占規制産業を市場化する場合、市場での効率性向上の目的に照らして相反する事象が生
じることが多い。規制緩和後も存続する巨大企業は市場支配力を行使する傾向があり、その
場合社会的余剰は減少する。一方、市場支配力抑制のためにその巨大企業を分割する方法も
ある。この場合規模を小さくすれば経営効率が低下してしまう可能性がある。この相反事象
の対処法の巧拙が重要になってくる。 
 制度改革にあたり、まず考えるべきは、制度改革による社会的余剰の低下という改悪を避
けることである。そのためには、新電力との関係では、適切な期間、巨大企業の市場支配力
を監視・制御していく、規制の段階的緩和という方法が考えられる。 
一方、分割による対応も考えられるが、その経営効率への影響予測の困難さという問題が
発生する。それゆえ、市場支配力抑制の方策としては、分割ではなく適切な競合を創りだす
という方法が考えられる。電力産業の構図で言えば、独占規制下でヤードスティック競争を
行っていた一般電力間での競争が想定できる。しかし、互いに市場支配力を維持して価格低
下を防ぐ行動の方が有利であるため、自由化後これまでこうした競争はほとんど発生しなか
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ったから、有効性には疑問が残る。したがって、有効な方策は新電力の早期育成ということ
になるのである。 
新電力の育成が急がれるが、いくつかの論点で指摘したように現状では消極的施策に止まっ
ている。一般電力の経営規模を維持するならば、市場の競争ルールを整備し新電力の成長を
待つだけではなく、規制組織が積極的に育成政策を行っていくことが必要である。積極策を
裏付けるもう一つの根拠は、政策決定プロセスに内在する政策決定の適切性の限界である 19）。
当該方針上の改革事項や本稿での提言事項が、これまでの市場化政策の限界を示すものであ
り、結果として新電力の成長が遅れている。 
また、自由化のための規制緩和にかかる論点のほか、安定供給を維持するための新たな規
制が必要になる論点がある。退出に関する明示的ルールの設定の節でそれを論じている。 
 残された課題として以下が挙げられる。本論文では、発電市場を考察してきたが、今後同
様の枠組みにより送配電市場と小売市場の考察を進める必要がある。また、本分析は競争市
場の理論的分析に基づくものであるから、同論点に関する実証的検証という課題が残されて
いる。最後に、今後も送配電市場には独占的規制が残されることになっている。これまでの
地域独占規制の失敗の一つの原因と言われている総括原価方式 20) はそのまま踏襲されてし
まう可能性がある。その方式自体の問題なのか、あるいは運用の問題なのかといった点も含
め、市場の非効率性を生み出したメカニズムを解明し、より適切な方策を探ることも今後の
課題として指摘しておく。 
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注 
1) 熊谷（1978）は「参入障壁は存在せず、資本の移動も自由」と記しており退出の自由は当然に含ま
れると解される。 
2)  この時発電専門事業者の売り先は専ら一般電力で、この長期売電契約が後発の新電力の電力調達に
不利に働く。 
3)  法案の小売自由化以外の主な改正内容は、電気事業の類型を、発電、送配電、小売の 3 つとして、
それぞれ必要な規制を課すこと、一般送配電事業者（一般電力の送配電部門）が小売の最終保証サ
ービス、および、離島のユニバーサルサービスの供給義務を負うこと、小売事業者（一般電力、新
電力）が獲得需要に応じた供給力確保義務を負うこと、一般電力への卸売に関する規制（大規模発
電専門事業者が一般電力にのみ売電可能とする等の規制）の撤廃をすること、取引所の監視強化と
運営の適切性を確保すること、電力を商品先物取引法の対象に加えること、である。 
4)  一般電力と一定期間・規模の契約があると法上「卸電気事業」・「卸供給」の類型となり参入は「許
可」が必要である。 
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5)  平成 23 年 7 月～11 月の一般電力 9 社の売り入札量調査では、ピーク時間帯で 8％の予備力を除く
余力の 30％を拠出している会社がトップ、次に 18％と続く。ピーク時間帯を含む売り入札余力は
十分存在している（経済産業省（2012a）第 3 回 pp.63~65）。 
6)  競争者の利潤最大化行動と顧客の効用最大化行動を前提とすれば、この場合一般電力の利益は減少
する。短期的には競争者がシェア拡大を重視して利益を犠牲にする行動も想定しえるが、これも競
争者の長期的な利潤最大化行動であり一般電力の長期的利益は減少すると考えられる。 
7)  一般電力ごとに全電源平均コストを踏まえた料金となっている。 
8)  公正取引委員会が情報収集、ヒアリング調査、アンケート調査を実施し電力市場の現状と問題点を
調査し 2012 年 9 月に「電力市場における競争の在り方について」を作成している。 
9)  電気事業法上「卸電気事業者」の類型。 
10) 省令の「卸供給」規制に準じて一般電力との間で 5 年または 10 年以上の電力需給基本契約を締結
し、売電単価について 1～2 年毎に契約更改を行う電力需給契約を締結している（経済産業省（2012b））。 
11) 委員会では、一般電力は当初は供給できない理由を主張し続けるが、委員会が強制的な制度的措置
を引き合いに出すことで、協調姿勢に変わっていき第 9 回委員会で「自主的取組み」を表明するに
至る。協力姿勢への転換は他の論点に対しても見られる。委員会の議事録・その他資料からは改革
側と既得権益側の交渉によって新制度の合意が形成されていく様子が伺える。審議会制度が成果を
得るための参考事例と考えられよう。 
12) 前日スポット市場で「原則 8％又は最大電源ユニット相当」、当日 4 時間前市場で「原則 3~5％又は
最大電源ユニット相当」の予備を残し、それ以外は供給義務を課す。需要予測の乖離が小さくなる
時期は、投入量の上積みが適当であるとしている。 
13) 委員会報告書で独立性・専門性を向上させた新たな規制組織への移行が示されている。 
14) 卸電力取引所の流動性不足を背景とした新規参入者のベース電源不足に対する過渡的な措置とし、
先渡市場が機能しだした場合、廃止する意向である。 
15) エネット社から提出された改善要望である（経済産業省（2012c））。 
16) 営利企業としてのガバナンスが正常機能している状態をさして「基本的には」とした。過去の一般
電力や国の資本が入っていたことや卸規制の対象企業だった経緯等によりガバナンスが機能しな
い場合は市場解決以外の方策が必要になる可能性がある。 
17) 経済産業省（2012b）では、随意契約が限定的に許されてきたのは地方公営企業法逐条解説による
ものであること、当該解説は小売の部分自由化以前のものであり、供給者の多様化という現下の要
請を考慮した解釈にはなっていないこと、地方自治体法、地方公営企業法では、契約の締結は一般
競争入札が原則であることが指摘されている。 
18) 委員会報告書では債券市場の2割を占める電力債の優遇をなくす場合の金融市場に与える影響を懸
念しているが、一般担保なしの債権が通常でありそれが発行されても混乱は起こらない。むしろ一
般担保によって市場が歪められ非効率を与えている。 
19) この適切性の限界が発生する理由として、公共選択論の立ち位置からは政治プロセスに内在するバ
イアスが指摘できるだろうし、政策策定時の考案能力や見通しの限界が挙げられるだろう。 
20) 本稿では「総括原価方式」を「総括原価プラス公正報酬方式」と同義で使用する。 
 
 
 
発電市場に対する制度改革についての考察 ～市場重視型改革に向けて～  古澤 伸浩  37 
参考文献 
[1] 穴山悌三（2005）『電力産業の経済学』NTT 出版株式会社 
[2] 植草益編（1994）『講座・公的規制と産業①電力』NTT 出版株式会社 
[3] 奥野正寛・鈴村康太郎（1989）『ミクロ経済学』岩波書店 
[4] 川又邦雄（1991）『市場機構と経済厚生』創文社 
[5] 環境省（2011）「日本の廃棄物処理 平成 21 年度版」大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 環境省
サイト アクセス日 2014/05/12 
http://www.env.go.jp/recycle/waste_tech/ippan/h21/index.html 
[6] 経済産業省「第 1～12 回電力システム改革専門委員会議事録」総合資源エネルギー調査会総合部
会 経済産業省サイト アクセス日 2014/05/12 
http://www.meti.go.jp/committee/gizi_8/2.html 
*以下文献[7]～[11]についてサイト、アクセス日、URL は同上 
[7] 経済産業省（2012a）「第 3 回電力システム改革専門委員会事務局提出資料 1－1」総合資源エネル
ギー調査会総合部会* 
[8] 経済産業省（2012b）「第 3 回電力システム改革専門委員会事務局提出資料 1－2 公営電気事業につ
いて」総合資源エネルギー調査会総合部会* 
[9]  経済産業省（2012c）「第 3 回電力システム改革専門委員会資料 7 エネット社提出」総合資源エネ
ルギー調査会総合部会* 
[10] 経済産業省（2012d）「第 9 回電力システム改革専門委員会参考資料 2」総合資源エネルギー調査会
総合部会* 
[11] 経済産業省（2012e）「第 9 回電力システム改革専門委員会事務局提出資料 7－3」総合資源エネル
ギー調査会総合部会* 
[12] 経済産業省（2013a）「電力システム改革専門委員会報告書」総合資源エネルギー調査会総合部会  
経済産業省サイト アクセス日 2014/05/12 
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/sougou/denryoku_system_kaikaku/report_002.html 
[13] 経済産業省（2013b）「第 3 回制度設計ワーキンググループ事務局提出資料 4－2」総合資源エネル
ギー調査会基本政策分科会  経済産業省サイト アクセス日 2014/05/12 
http://www.meti.go.jp/committee/gizi_8/18.html 
[14] 経済産業省（2014a）「電気事業法等の一部を改正する法律案 新旧対照条文」経済産業省サイト ア
クセス日 2014/05/12 
http://www.meti.go.jp/press/2013/02/20140228002/20140228002.html 
[15] 経済産業省（2014b）「電気事業法等の一部を改正する法律案の概要」経済産業省サイト アクセ
ス日 2014/05/12 http://www.meti.go.jp/press/2013/02/20140228002/20140228002.html 
[16] 経済産業省（2014c）「電気事業法（昭和三十九年七月十一日法律第百七十号）最終改正平成二五年
一一月二〇日法律第七四号」電子政府の総合窓口サイト アクセス日 2014/05/12 
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxselect.cgi?IDX_OPT=1&H_NAME=%93d%8BC%8E%96%8B%C6%96
%40&H_NAME_YOMI=%82%A0&H_NO_GENGO=H&H_NO_YEAR=&H_NO_TYPE=2&H_NO_N
O=&H_FILE_NAME=S39HO170&H_RYAKU=1&H_CTG=1&H_YOMI_GUN=1&H_CTG_GUN=1 
[17] 公正取引委員会（2012）「電力市場における競争の在り方について」公正取引委員会サイト アク
セス日 2014/05/12 
http://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h24/sep/120921.files/b.pdf 
38  嘉悦大学研究論集 第57巻第1号通巻105号 平成26年10月 
[18] 熊谷尚夫（1978）『厚生経済学』創文社 
[19] 日本総合研究所（2012）「需要家同士を結ぶ「ヨコ」の電力自由化で時代の先取りを」日本総研サ
イト アクセス日 2014/05/12 
http://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/pdf/company/release/2012/120820/120820.pdf 
[20] 長山浩章（2012）『発送電分離の政治経済学』東洋経済新報社 
[21] 南部鶴彦編（2003）『電力自由化の制度設計－系統技術と市場メカニズム』東京大学出版会 
[22] 電源開発（2013）「当社の発電事業データ 2000 年度～2012 年度（連結）」電源開発㈱サイト アク
セス日 2014/05/12 http://www.jpower.co.jp/annual_rep/ann46000.html 
[23] 八田達夫・田中誠（2004）『電力自由化の経済学』東洋経済新報社 
[24] 八田達夫（2012）『電力システム改革をどう進めるか』日本経済新聞出版社 
[25] 矢島正之（2012）『電力政策再考』産経新聞出版 
[26] 横山隆一監修（2001）『電力自由化と技術開発－21 世紀における電気事業の経営効率と供給信頼性
の向上を目指して』東京電機大学出版局 
 
（平成 26 年 5 月 19 日受付、平成 26 年 7 月 18 日再受付） 
 
 
